
 - 1 - 

 

議第１号 

平成３０年度各務原市一般会計予算 

 

平成３０年度各務原市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ44,600,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務

を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債

務負担行為」による。 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことのできる地方債

の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地

方債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入の最

高額は 500,000千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除

く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれら

の経費の各項の間の流用。 

 

    平成３０年２月２６日提出 

 

                                                                

各務原市長    浅 野  健 司 



第１表　歳入歳出予算

     歳        入 (単位：千円)

金    額

1 市税  ２０，９４４，０３９

1 市民税  ９，２５９，００９

2 固定資産税  ９，１４９，２１６

3 軽自動車税  ２９９，２５８

4 市たばこ税  ７１７，１１４

6 入湯税  １，２００

7 都市計画税  １，５１８，２４２

2 地方譲与税  ４００，０００

1 地方揮発油譲与税  １１０，０００

2 自動車重量譲与税  ２９０，０００

3 利子割交付金  ３０，０００

1 利子割交付金  ３０，０００

4 配当割交付金  ７４，０００

1 配当割交付金  ７４，０００

5 株式等譲渡所得割交付金  ４２，０００

1 株式等譲渡所得割交付金  ４２，０００

6 地方消費税交付金  ２，４５１，０００

1 地方消費税交付金  ２，４５１，０００

7 ゴルフ場利用税交付金  ２０，０００

1 ゴルフ場利用税交付金  ２０，０００

8 自動車取得税交付金  １００，０００

1 自動車取得税交付金  １００，０００

款 項
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(単位：千円)

金    額

9 国有提供施設等所在市町村  ４００，０００

助成交付金

1 国有提供施設等所在市町村  ４００，０００

助成交付金

10 地方特例交付金  ８０，０００

1 地方特例交付金  ８０，０００

11 地方交付税  ２，６５０，０００

1 地方交付税  ２，６５０，０００

12 交通安全対策特別交付金  ２０，０００

1 交通安全対策特別交付金  ２０，０００

13 分担金及び負担金  ５０３，８４１

2 負担金  ５０３，８４１

14 使用料及び手数料  ４８０，４７８

1 使用料  ３０３，６０３

2 手数料  １７６，８７５

15 国庫支出金  ６，５８１，１４０

1 国庫負担金  ４，８７３，５１１

2 国庫補助金  １，６１６，４６０

3 委託金  ９１，１６９

16 県支出金  ２，９９３，６８１

1 県負担金  １，８５９，６６５

2 県補助金  ８８８，０１１

3 委託金  ２４６，００５
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款 項
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(単位：千円)

金    額

17 財産収入  １８９，０６５

1 財産運用収入  １６９，０６５

2 財産売払収入  ２０，０００

18 寄附金  ４２３，８００

1 寄附金  ４２３，８００

19 繰入金  １，８４９，０００

1 基金繰入金  １，８４９，０００

20 繰越金  １，１５０，０００

1 繰越金  １，１５０，０００

21 諸収入  ８３６，５５６

1 延滞金・加算金及び過料  ２０，００１

2 市預金利子  ３７７

3 貸付金元利収入  ４２０，０００

4 受託事業収入  １７３

6 雑入  ３９６，００５

22 市債  ２，３８１，４００

1 市債  ２，３８１，４００

 ４４，６００，０００

款 項

歳　　入　　合　　計
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     歳        出 (単位：千円)

金    額

1 議会費  ３６４，２６０

1 議会費  ３６４，２６０

2 総務費  ４，１０９，６２５

1 総務管理費  ３，１４５，４７７

2 徴税費  ６１２，０６８

3 戸籍住民基本台帳費  ２４９，３２４

4 選挙費  ３６，５３５

5 統計調査費  ２９，４４１

6 監査委員費  ３６，７８０

3 民生費  １３，７３４，８９８

1 社会福祉費  ５，１５７，６８９

2 高齢福祉費  ４３５，０６４

3 児童福祉費  ６，６６５，０１５

4 生活保護費  １，４４５，２２３

5 国民年金費  ３１，６０７

6 災害救助費  ３００

4 衛生費  ３，７２９，３６３

1 保健衛生費  １，１９９，７７６

2 環境費  ２，５２９，５８７

5 労働費  ９７，１５５

1 労働諸費  ９７，１５５

6 農林水産業費  ４１２，１５６

1 農業費  １３０，６１８
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款 項
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(単位：千円)

金    額

2 畜産業費  ２８，１７５

3 農地費  ２２３，９３８

4 林業費  ２９，４２５

7 商工費  １，３４８，９０３

1 商工費  １，３４８，９０３

8 土木費  ３，８７０，３２７

1 土木管理費  ３２２，５５４

2 道路橋梁費  １，６５８，３４６

3 河川費  ２８８，５５４

4 都市計画費  １，０８４，８４１

5 住宅費  ５１６，０３２

9 消防費  ２，３１９，８２９

1 消防費  ２，３１９，８２９

10 教育費  ４，９５０，４５９

1 教育総務費  ７４２，５４１

2 小学校費  ７９４，１７２

3 中学校費  ３９０，７９５

4 特殊学校費  ２３，１９８

5 幼稚園費  ６３５，６９７

6 社会教育費  １，２０４，４４８

7 保健体育費  １，１５９，６０８

12 公債費  ４，３４７，７１６

1 公債費  ４，３４７，７１６

款 項
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(単位：千円)

金    額

13 諸支出金  ５，２６５，３０９

2 繰出金  ５，１２８，３０８

3 基金費  １３７，００１

14 予備費  ５０，０００

1 予備費  ５０，０００

 ４４，６００，０００歳　　出　　合　　計
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款 項
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第２表　債務負担行為

（単位：千円）

事 項 期 間 限 度 額

市 営 住 宅 耐 震 補 強 事 業
平成３０年度から
平成３１年度まで

２４１,７７９

Ａ Ｅ Ｄ 更 新 事 業
（ 平 成 ３ １ 年 度 更 新 分 ）

平成３０年度から
平成３５年度まで

８,９００

各 務 山 土 地 開 発 事 業
平成３０年度から
平成３１年度まで

２,５８９

３５,７７５
平成３０年度から
平成３１年度まで

２,６７３

１２８

１,５５１,５９４

平成３０年度から
平成３１年度まで

１６,１１８

三井東町ふれあいセンター改修事業

市 道 鵜 １ ０ ８ ７ 号 線 道 路 改 良 事 業

平成３０年度から
平成３２年度まで

クリーンセンター基幹的設備改良事業

第 ４ 期 地 域 福 祉 計 画 策 定 事 業

固 定 資 産 税 路 線 価 付 設 等 委 託 事 業

平成３０年度から
平成３１年度まで

平成３０年度から
平成３２年度まで

農 業 企 業 化 資 金 利 子 補 給 補 助 金
（ 平 成 ３ ０ 年 度 貸 付 予 定 分 ）

平成３０年度から
平成４５年度まで

平成３０年度から
平成３１年度まで

１７９,３１３

市道蘇北３９０号線外２用地取得事業

市 民 税 ・ 県 民 税 賦 課 事 務
補 助 業 務 派 遣 委 託 事 業

平成３０年度から
平成３１年度まで

２,９１４

市 民 税 ・ 県 民 税 賦 課 事 務 用
パ ソ コ ン レ ン タ ル 事 業

平成３０年度から
平成３３年度まで

１,９９１

８８７

ふ れ あ い タ ク シ ー 運 行 事 業
平成３０年度から
平成３３年度まで

ふれあいタクシー
運行にかかる協定書
に基づく負担金額

都 市 計 画 区 域 区 分 等 変 更 事 業
平成３０年度から
平成３１年度まで

２,１０５
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（単位：千円）

事 項 期 間 限 度 額

平成３０年度から
平成３１年度まで

２５５,３６５

平成３０年度から
平成３１年度まで

１,０００,０００

市民会館空調・舞台照明設備改修事業

金融機関の各務原市土地開発公社に対する
貸 付 金 の 債 務 保 証

地 域 防 災 計 画 更 新 事 業
平成３０年度から
平成３１年度まで

８,１６２
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第３表　地方債

起 債 の 目 的 限 度 額 利 率 償 還 の 方 法

千円 　 

 

　 

 

　 

 

９,４００火 葬 場 整 備 事 業

３７３,４００

２,５００

９,９００

消 防 施 設 整 備 事 業 ２７,７００

産 業 文 化 セ ン タ ー
施 設 整 備 事 業

１４,４００

都 市 再 生 整 備 事 業

街 区 公 園 整 備 事 業

道 路 橋 梁 事 業

産業振興施設整備事業

農 業 基 盤 整 備 事 業 債

２６,６００

８,９００

２３,３００

２０８,７００

４６,８００

年5.0％以内

起債の方法

し尿処理施設整備事業

川島会館施設整備事業

福 祉 セ ン タ ー
施 設 整 備 事 業

 公的資金につ
いては、その融
資条件により、
銀行その他の場
合には借入先と
協定し、その条
件に従うものと
する。 
 ただし、市財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮し、
又は繰上償還若
しくは低利に借
り換えすること
ができる。 

普通貸借 

 

又は 

 

証券発行 

 ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる資金
について利
率の見直し
を行った後
においては、
当該見直し
後の利率。 
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起 債 の 目 的 限 度 額 利 率 償 還 の 方 法

千円
年5.0％以内

起債の方法

小 学 校 施 設 整 備 事 業 １３７,１００

中 学 校 施 設 整 備 事 業 １４,５００

臨 時 財 政 対 策 債

体 育 施 設 整 備 事 業

文 化 会 館 整 備 事 業

２５,０００

１５３,２００

１,３００,０００

 公的資金につ
いては、その融
資条件により、
銀行その他の場
合には借入先と
協定し、その条
件に従うものと
する。 
 ただし、市財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮し、
又は繰上償還若
しくは低利に借
り換えすること
ができる。 

普通貸借 

 

又は 

 

証券発行 

 ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる資金
について利
率の見直し
を行った後
においては、
当該見直し
後の利率。 
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議第２号 

平成３０年度各務原市国民健康保険事業特別会計予算 

 

平成３０年度各務原市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めると

ころによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 15,476,981千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定

による一時借入金の借入の最高額は 250,000千円と定める。 

 

    平成３０年２月２６日提出 

 

                                                                

各務原市長    浅 野  健 司 



第１表　歳入歳出予算

     歳        入 (単位：千円)

金    額

1 国民健康保険料  ３，０２７，３４２

1 国民健康保険料  ３，０２７，３４２

2 使用料及び手数料  １，３００

1 手数料  １，３００

3 県支出金  １０，９０２，６０７

1 県補助金  １０，９０２，６０７

4 財産収入  １２０

1 財産運用収入  １２０

5 繰入金  １，０８４，６３２

1 他会計繰入金  １，０７４，６３２

2 基金繰入金  １０，０００

6 繰越金  ４３５，９８０

1 繰越金  ４３５，９８０

7 諸収入  ２５，０００

1 延滞金及び過料  １，３００

2 預金利子  １００

3 雑入  ２３，６００

 １５，４７６，９８１

款 項

歳　　入　　合　　計
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     歳        出 (単位：千円)

金    額

1 総務費  １３５，４０５

1 総務管理費  １３５，４０５

2 保険給付費  １０，７５１，５３７

1 保険給付費  １０，７５１，５３７

3 国民健康保険事業費納付金  ４，１３２，５５３

1 国民健康保険事業費納付金  ４，１３２，５５３

4 保健事業費  ２０７，４８６

1 特定健康診査等事業費  ８１，２６８

2 保健事業費  １２６，２１８

5 諸支出金  １５０，０００

1 償還金  １５０，０００

6 予備費  １００，０００

1 予備費  １００，０００

 １５，４７６，９８１歳　　出　　合　　計
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款 項
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議第３号 

平成３０年度各務原市介護保険事業特別会計予算 

 

平成３０年度各務原市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところ

による。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 10,261,466千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定

による一時借入金の借入の最高額は 100,000千円と定める。 

 

    平成３０年２月２６日提出 

 

                                                                

各務原市長    浅 野  健 司 



第１表　歳入歳出予算

     歳        入 (単位：千円)

金    額

1 保険料  ２，４８８，６５３

1 介護保険料  ２，４８８，６５３

3 使用料及び手数料  ２３０

2 手数料  ２３０

4 国庫支出金  ２，１３３，５３４

1 国庫負担金  １，７６４，５０４

2 国庫補助金  ３６９，０３０

5 支払基金交付金  ２，６７０，７５３

1 支払基金交付金  ２，６７０，７５３

6 県支出金  １，４３４，１４９

1 県負担金  １，４３４，１４９

7 財産収入  ２００

1 財産運用収入  ２００

9 繰入金  １，５２７，５５１

1 一般会計繰入金  １，４２７，５５１

2 基金繰入金  １００，０００

10 繰越金  ２，６００

1 繰越金  ２，６００

12 諸収入  ３，７９６

1 延滞金、加算金及び過料  １８０

2 預金利子  ２００

4 雑入  ３，４１６

 １０，２６１，４６６

款 項

歳　　入　　合　　計
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     歳        出 (単位：千円)

金    額

1 総務費  １３５，３８１

1 総務管理費  １３５，３８１

2 保険給付費  ９，５９４，１１５

1 保険給付費  ９，５９４，１１５

3 地域支援事業費  ５２８，３７０

1 地域支援事業費  ５２８，３７０

5 諸支出金  ２，６００

1 償還金及び還付加算金  ２，６００

6 予備費  １，０００

1 予備費  １，０００

 １０，２６１，４６６歳　　出　　合　　計

- 19 -

款 項

介護保険事業特別会計 
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議第４号 

平成３０年度各務原市後期高齢者医療事業特別会計予算 

 

平成３０年度各務原市の後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定める

ところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 3,065,724千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

 

    平成３０年２月２６日提出 

 

                                                                

各務原市長    浅 野  健 司 



第１表　歳入歳出予算

     歳        入 (単位：千円)

金    額

1 後期高齢者医療保険料  １，４０２，００５

1 後期高齢者医療保険料  １，４０２，００５

2 使用料及び手数料  １５０

1 手数料  １５０

3 繰入金  １，５７４，１５８

1 他会計繰入金  １，５７４，１５８

4 繰越金  ３１，５００

1 繰越金  ３１，５００

5 諸収入  ５７，９１１

1 延滞金、加算金及び過料  ３００

2 償還金及び還付加算金  ６１０

3 預金利子  １５０

4 受託事業収入  ５３，７３６

5 雑入  ３，１１５

 ３，０６５，７２４

款 項

歳　　入　　合　　計
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     歳        出 (単位：千円)

金    額

1 総務費  ２０，６４９

1 総務管理費  ２０，６４９

2 後期高齢者医療広域連合納  ２，９８５，５９９

付金

1 後期高齢者医療広域連合納  ２，９８５，５９９

付金

3 保健事業費  ５７，３６６

1 健康診査事業費  ５７，３６６

4 諸支出金  ２，１１０

1 償還金及び還付加算金  ２，１１０

 ３，０６５，７２４歳　　出　　合　　計
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款 項

後期高齢者医療事業特別会計 



 - 25 - 

 

議第５号 

平成３０年度各務原市下水道事業特別会計予算 

 

平成３０年度各務原市の下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 3,901,072千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務

を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債

務負担行為」による。 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことのできる地方債

の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地

方債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入の最

高額は 100,000千円と定める。 

 

    平成３０年２月２６日提出 

 

                                                                

各務原市長    浅 野  健 司 

 



第１表　歳入歳出予算

     歳        入 (単位：千円)

金    額

1 分担金及び負担金  １０５，３１０

1 負担金  １０５，３１０

2 使用料及び手数料  １，２６０，８６７

1 使用料  １，２６０，８５３

2 手数料  １４

3 国庫支出金  ５３４，６９８

1 国庫補助金  ５３４，６９８

5 繰入金  １，０５１，９６７

1 他会計繰入金  １，０５１，９６７

6 繰越金  ３０，０００

1 繰越金  ３０，０００

7 諸収入  ５３０

1 延滞金．加算金及び過料  ５００

2 預金利子  ３０

8 市債  ９１７，７００

1 市債  ９１７，７００

 ３，９０１，０７２

款 項

歳　　入　　合　　計
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     歳        出 (単位：千円)

金    額

1 下水道費  ２，６５１，５５５

1 公共下水道費  １，８７５，１６２

2 流域下水道費  ７７６，３９３

2 公債費  １，２４８，５１７

1 公債費  １，２４８，５１７

3 予備費  １，０００

1 予備費  １，０００

 ３，９０１，０７２歳　　出　　合　　計

- 27 -

款 項

下水道事業特別会計 



第２表　債務負担行為

（単位：千円）

事 項 期 間 限 度 額

水 洗 便 所 等 改 造 資 金 の
融 資 に 係 る 利 子 補 給 金
（ 平 成 ３ ０ 年 度 融 資 予 定 分 ）

平成３０年度から
平成３４年度まで

１２２

公 営 企 業 会 計 シ ス テ ム 導 入 事 業
平成３０年度から
平成３１年度まで

２２,５００
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第３表　地方債

起 債 の 目 的 限 度 額 利 率 償 還 の 方 法

千円 　 
 

７６,１００

９,６００

起債の方法

公 共 下 水 道 事 業

年5.0％以内

８３２,０００

公営企業会計適用事業

流 域 下 水 道 事 業

 公的資金につ
いては、その融
資条件により、
銀行その他の場
合には借入先と
協定し、その条
件に従うものと
する。 
 ただし、市財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮し、
又は繰上償還若
しくは低利に借
り換えすること
ができる。 

普通貸借 

 

又は 

 

証券発行 

 ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる資金
について利
率の見直し
を行った後
においては、
当該見直し
後の利率。 
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議第６号 

平成３０年度各務原市水道事業会計予算 

 

(総則) 

第１条 平成３０年度各務原市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

(業務の予定量) 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(1) 給 水 戸 数 ６０，７００ 戸 

(2) 年間総給水量 １７，２９３，０００ ㎥ 

(3) 一日平均給水量 ４７，３７８ ㎥ 

(4) 主要な建設改良事業 

 改良事業費       １，０３８，３９８ 千円 

 

(収益的収入及び支出) 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収         入 

第１款 水 道 事 業 収 益 ２，８０９，２６３ 千円 

第１項 営 業 収 益 ２，４５８，２３５ 千円 

第２項 営 業 外 収 益  ３５１，０２６ 千円 

第３項 特 別 利 益 ２ 千円 

 

支         出 

第１款 水 道 事 業 費 用 ２，４１３，１５１ 千円 

第 1項 営 業 費 用 ２，２２６，１４４ 千円 

第２項 営 業 外 費 用 １７４，５０６ 千円 

第３項 特 別 損 失 ２，５０１ 千円 

第４項 予 備 費 １０，０００ 千円 

 

(資本的収入及び支出) 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額１，２５２，１００千円は、当年度分消費税及び地方消費税

資本的収支調整額６６，８６９千円、過年度分損益勘定留保資金１，１５１，４７４

千円、当年度分損益勘定留保資金３３，７５７千円で補てんするものとする。）。 

 

収         入 

第１款 資 本 的 収 入 １２８，２７８ 千円 

第１項  負 担 金 １２８，２７７ 千円 

第２項 固定資産売却代金 １ 千円 

 

 

 

 



水道事業会計 - 32 -  

 

 

支         出 

第１款 資 本 的 支 出 １，３８０，３７８ 千円 

第１項 建 設 改 良 費 １，０６２，０３６ 千円 

第２項 企 業 債 償 還 金 ３１８，３４２ 千円 

 

(債務負担行為) 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定め

る。 

事   項 期   間 限 度 額 

公営企業会計システム更新事業 
平成３０年度から 

平成３１年度まで 
４５，０００千円 

 

(予定支出の各項の経費の金額の流用) 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

(1) 営業費用と営業外費用との間 

 

(議会の議決を経なければ流用することのできない経費) 

第７条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額

に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議

決を経なければならない。 

(1) 職員給与費 ２６３，２５２ 千円 

(2) 交 際 費 ５０ 千円 

 

(たな卸資産購入限度額) 

第８条 たな卸資産の購入限度額は、３５，７００千円と定める。 

 

 平成３０年２月２６日提出 

 

 各務原市長  浅 野 健 司 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


